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（別紙様式４－２）                                                 （特別支援学校用） 

熊本県立松橋支援学校 令和６年度（２０２４年度）学校評価表 

１ 学校教育目標 

一人一人の個性を大切にし、きめ細やかで専門性の高い教育活動を通して、自立と社会参加

に向けて、豊かな人生を切り拓く児童生徒を育てる。 

 
２ 本年度の重点目標 

（１）安全・安心で優しい教育環境づくり 

・児童生徒が安心して学び、生活できる教育環境の整備（危機管理体制の構築、安全教育・健康

教育の推進） 

・自尊心を育み、相手を思いやる豊かな心の育成と人権教育の充実 

（２）可能性の伸展と一人一人が輝く授業づくり 

・肢体不自由教育校及び寄宿舎設置校として魅力溢れる特色ある学校づくりの推進 

・自立活動の充実（適切な実態把握に基づいた系統的な授業づくり）と積極的なＩＣＴ活用によ

る学習支援の工夫 

（３）自立と社会参加につなぐ教育活動と共生社会の実現をめざした教育の推進 

・一人一人の可能性を見出し、希望する進路の実現を図る取組の充実 

・豊かな人生を送るためのコミュニケーション力（気持ちを伝える力）の育成 

・障がい者理解を促進するための交流及び共同学習並びに居住地校交流の推進 

（４）センター的機能を生かした地域の特別支援教育の充実 

・学校公開等地域交流を通した特別支援教育に関する理解を促す積極的情報発信 

・幼児教育施設や小・中・高等学校への巡回相談や研修会等を通した地域の特別支援教育の推進 

 
 

３ 自己評価総括表 
評 価 項 目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 
評 
価 

成果と課題 
大項目 小項目 
 
学校 
経営 
 

経営方
針の具
現化 

本年度重点目
標の達成に向
けた組織的な
取組 

本年度重点目
標に係る分掌
部の課題を解
決する。 

・目標、進捗状況
及び成果の確認
・共有のため、
関係職員による
コア・ミーティ
ングを実施す
る。 

 
Ａ 

・個別の教育支援計画
等作成の年間スケジ
ュール、重複障がい
のある児童生徒の教
科の取り扱い、学校
総合安全支援事業に
かかわる防災教育及
び防災体制、自立活
動においての目標設
定等の教育実践研究
の進め方、ＩＣＴ推
進のための分掌部体
制整備、本校規模に
適した児童生徒会の
在り様、新たな入学
者選抜方法、６０周
年記念行事等につい
てのコア・ミーティ
ングを行い、学校運
営の重点事項にかか
わる業務をスピード
感をもって推進し
た。 
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業務改
善 
働き方
改革 
 

事務処理及び
授業準備時間
の確保 

特に、時間外勤
務時間が多い
職員について
は、一人当たり
平均で年間６
０時間の時間
を確保する。 

・時間割及び年間
計画を学習指導
要領の標準時数
を基準として作
成する。 

・非常勤講師、実
習教諭、特別支
援学校サポータ
ーと教師の役割
分担を見直す。 

 
Ｂ 

・対象を教諭、講師、養
護教諭及び実習教師
とし、令和５年と令
和６年のそれぞれ４
月から１２月までの
期間の時間外勤務時
間を比較すると一人
当たり、一月に２時
間１８分短くなっ
た。 

業務推進の効
率化 

ＩＣＴを活用
した確実で、よ
り効率的な情
報伝達の方法
を確立する。 

・グーグル・チャ
ットの活用を推
進する。 

・ゆうネット等、
各種情報共有ツ
ールの特色を生
かした活用の推
進を図る。 

 
Ａ 

・グーグル・チャット
の全面導入により、
離れた職員室へ行く
手間が省け、資料を
印刷する必要もなく
なり、業務の負担が
大幅に軽減された。
また、文字や資料と
して情報が確実に伝
わる、勤務時間の違
う職員との情報共有
ができるなどの効果
もあった。 

・学部毎に朝会時に共
通理解を図るため、
グーグル・スプレッ
ドシートを活用した
朝会連絡板を作成し
た。これは他のグー
グル・ワークスペー
スと連動しており、
他のアプリの情報も
閲覧可能である。こ
れにより、朝会に参
加できない職員への
連絡が確実に行われ
るようになり、学校
全体の連絡も円滑に
伝わるようになっ
た。 

 
授業の 
充実 
 

自立活
動の充
実 
 
 

自立活動にお
ける妥当性の
ある目標設定 

自立活動の目
標設定の過程
を検討する取
組（３年間）の
２年目として、
様式や会議の
持ち方を検討・
改善する。 

・目標設定の仮様
式を使い、事例
を挙げて試行
し、様式や会議
の持ち方を再検
討する。 

・会議の記録やア
ンケート調査か
ら、検討する。 

 
Ａ 

・目標設定までの考え
方、関連図の作成方
法、会議の流れ、様式
などを事前に研修で
周知して進めたこと
で、話し合いをスム
ーズに進めることが
できた。 

・毎回会議の最後に職
員の意見集約をした
ことで、成果や課題
をスムーズにとりま
とめることできた。 

・関連図の作成が目標
設定に非常に役立っ
たとの意見が多かっ
た。 

・目標設定シートの様
式については、複雑
さを訴える意見があ
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ったため、精選を図
り、項目を減らした
新様式を作成した。 

授業の実践を
支える取組 

授業づくりを
支えるための
取組を企画・実
践する。 

・学部研や教育座
談会で授業の動
画を基にした意
見交換を行う。 

・授業実践に関す
る意見交換の場
である「みんな
のまつしルー
ム」を掲示板と
して活用し、О
ＪＴの推進を図
る。 

・教材教具の作成
研修や活用状況
の報告会を行
う。 

 
Ｂ 

・教育座談会は、希望
者のみの参加であっ
たものの、テーマや
内容に興味を持った
職員が多く、毎回参
加者が多かった。 

・学部研では授業づく
りに役立つ意見交換
を密に行うことがで
きた。 

・まつしルームでは、
動画の投稿を通し
て、日頃接点のない
他学部の職員からの
感想を聞いたり、意
見を交換したりする
機会を得られた。た
だ、投稿者が限られ
ていたので、より多
くの職員が投稿する
よう、動画だけでな
く、写真やメッセー
ジでも良いというこ
とをこまめに告知す
る。 

まとま
りのあ
る教育
課程 
 
 

児童生徒の実
態に応じた小
中高の系統性
のある教育課
程の編成 

教育課程編成
の根拠となる
各教科等の年
間指導計画の
整理と見直し
を行う。また年
間指導計画を
教育課程編成
の根拠として
活用する。 

・各学部で作成し
ている年間指導
計画の整理を行
い、共通の様式
を検討する。ま
た教育課程検討
委員会で教育課
程編成の根拠と
して年間指導計
画を活用し、小
中高の系統性の
ある教育課程を
検討する。 

 
Ｂ 

・年間指導計画を整理
し、様式を統一でき
るところは統一し
た。今後は共通した
様式を作れるように
したい。一部、各教科
等の年間指導計画が
未提出であったの
で、次年度は提出を
徹底したい。 

・「生活単元学習」等の
合わせた指導や各教
科等の授業時数をよ
り明確にし、次年度
の教育課程の根拠と
して活用することが
できた。 

個別の教育支
援計画、個別
の指導計画及
び各教科等の
年間指導計画
におけるＰＤ
ＣＡサイクル
を意識した運
用方法の検討
・改善 

賢者システム
を使用した個
別の教育支援
計画、個別の指
導計画等の円
滑な運用を推
進する。また、
学校全体でＰ
ＤＣＡサイク
ルを意識した
運用方法を検
討する。 

・賢者システムの
運用方法と教務
関係書類の作成
スケジュールを
示し、ＰＤＣＡ
サイクルを意識
した学校全体で
の運用方法の提
案を行う。また
職員のニーズ等
を踏まえながら
それらの精査を
行う。 

 
Ａ 

・年度始めや教務関係
書類の作成時期前に
運用マニュアルを全
体に周知した。また
月行事に各教務関係
書類の作成締切日を
掲載し、学校全体で
取り組む流れを作る
ことができた。 

・各学部からのニーズ
に合わせて賢者シス
テムの運用方法や設
定内容を改善し、円
滑な運用を推進でき
た。 
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キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 

希望す
る進路
の実現
する進
路指導 
 
 

自己理解のた
めの進路学習
の充実と希望
する進路に沿
った体験学習
の実施 

進路面談や拡
大サポート会
議で進路の希
望を把握する。
また、関係機関
と連携して体
験学習先の開
拓を行う。 

・体験学習や進路
学習を通して自
己理解を促す。 

・新入生全員の拡
大サポート会議
を実施し進路決
定に向けた方向
性を本人、保護
者、関係機関と
共有する。 

・進路希望に応じ
た体験学習先の
開拓を関係機関
とも連携しなが
ら進める。 

 
Ａ 

・本人の希望する体験
学習を行うことがで
きた。特に新規開拓
も進め、９か所実習
先を確保することが
できた。 

・全員の拡大サポート
会議を実施すること
ができ、３年生にお
いては、進路面談等
で相談支援員と連携
することができた 

小中高を通し
た進路指導の
充実。 

保護者を含め
小学部段階か
らの進路に対
する意識を高
める。 

・小中学部におけ
る拡大サポート
会議において進
路についての共
通理解を図る。 

・卒業後全般の生
活について知る
ことができるよ
う、卒業生保護
者を招いての意
見交換会の場を
設ける。 

 
Ｂ 

・拡大サポート会議で
進路に関する話し合
いを行うことがで
き、進路に関する啓
発を行うことができ
た。 

・ＰＴＡと連携し、卒
業生の保護者を招い
て意見交換会を行う
予定である。小中の
保護者に進路に向け
て意識を高めたい。 

生徒 
(生活) 
指導 
 

校内教
育相談
体制の
整備 
 
 

校内支援の組
織的な対応 

学部だけの支
援では困難な
ケースについ
て組織的に対
応する。 

・校内支援検討委
員会の役割の整
理と今年度導入
したスクールカ
ウンセラーの円
滑な運用を行
う。 

 
Ｂ 

・カウンセリングを６回
実施した。カウンセラ
ーへの学校概要の説
明、児童生徒へのカウ
ンセラーの紹介及び
カウンセリングの説
明から始めた。予定し
ていた生徒が当日欠
席したため、生徒がカ
ウンセリングを受け
た回数は少ないが、数
人の生徒が希望する
ようになった。 

交流及
び共同
学習並
びに居
住地校
交流の
推進 
 
 

障がい者理解
を促進するた
めの交流及び
共同学習並び
に居住地校交
流の推進 

障がい者理解
を促進できる
ような内容の
選定及び相手
校の設定を行
う。 

・事前打ち合わせ
を入念に行い、
内容や実施方法
を工夫すること
で、充実した取
組となるように
する。 

・高等学校との交
流の機会を増や
し、内容の充実
を図る。 

 
Ａ 

・直接交流の機会も増
え、事前打ち合わせ
を入念に行ったこと
で、各学部ふれあい
や関わりを深めるこ
とができた。 

・ワンチームプロジェ
クトで高等学校との
交流を行い、教員を
介しない関わりが見
られるなど充実した
交流を行うことがで
きた。 

児童生
徒会活
動の充
実 

学校の実態に
応じた児童生
徒会の整備 

児童生徒会に
関する意識調
査の実施及び
組織の改編を
検討する。 

・児童生徒及び職
員アンケートを
実施し、児童生
徒会のあり方に
関する意識調査
を実施する。ア
ンケート結果を

 
Ｂ 

・児童生徒と職員にア
ンケートを実施し現
体制の児童会・生徒
会の見直しを行っ
た。全校で一体感の
ある取組を推進でき
るよう、各学部で運
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踏まえ、児童生
徒会の組織改編
を行う。 

営していた児童会・
生徒会を統合した。
次年度から松橋支援
学校児童生徒会とし
て、児童生徒の主体
的な活動を推進して
いく。 

人権教
育の推
進 

自尊心
を育み、
相手を
思いや
る豊か
な心の
育成 
 

自分らしさを
大切にし、互
いの良さを認
め合うことが
できる心の育
成 

一人一人が持
てる力を発揮
して活動に取
り組む中で、自
分の役割を果
たしたり、互い
に協力したり
することがで
きる。 

・６月「心の絆を
深める月間」と
１２月「人権週
間」を中心に、年
２回学部ごとに
児童生徒の実態
に応じた授業実
践を行う。また、
児童生徒会活動
や交流学習等で
様々な人と関わ
る機会を設け、
自分のことや友
達のことを知
り、お互いの個
性を尊重し合え
る学習を設定す
る。 

 
Ｂ 

・各学部の人権推進委
員を中心に、人権啓
発動画の作成やコミ
ュニケーションゲー
ム等、生徒の実態に
応じて分かりやすく
工夫した学習を行っ
た。また、学部間交流
や学校間の直接交流
も行う事ができ、互
いの共通点や相違点
を認め合い尊重しな
がら活動を共にする
ことができた。 

命を大
切にす
る心を
育む指
導 
 

生きることを
喜び、生命を
大切にする心
の育成 

自分も他者も、
それぞれが大
切な存在であ
ることに気づ
き、毎日楽しく
前向きに生活
していこうと
する意識を高
める。 

・学部毎に児童生
徒の実態に応じ
た日常的な指導
を行う。また、ポ
スター標語等の
作品展示による
啓発活動の充実
や生活情報部と
も連携した取組
を行う。 

 
Ｂ 

・互いによりよい学校
にしていくための挨
拶運動を行ったり、
生活情報部とも連携
しながら人権標語や
ポスターの積極的な
作成、その他人権啓
発に繋がる作品の展
示を行ったりして、
日頃の生活の中で意
識していけるような
取組ができた。 

いじめ
の防止
等 

いじめ
の早期
発見・未
然防止
に向け
た取組
の充実 
 

いじめの早期
発見及び未然
防止の取組 

児童生徒の状
況を把握でき
るよう、各学期
１回以上のア
ンケートを実
施する。 

・「いじめ・なやみ
についてのアン
ケート（各学
期）」「心のアン
ケート（１２
月）」を実施す
る。 

 
Ｂ 

・全校児童生徒を対象と
したアンケートを学
期に１回実施し、児童
生徒が抱える悩みを
早期に見つけること
ができた。 

いじめを許さ
ない学校風土
の醸成 

児童生徒主体
で、いじめ防止
に関する取組
を実施する。 

・いじめ防止に向
けた啓発活動や
いじめ防止に向
けた集会（年２
回）を実施する。 

 
Ｂ 

・各学部・寄宿舎におい
て、「いじめを許さな
い行動宣言」等の取組
を実施した。児童生徒
が作成した宣言書は
学部集会等で発表し、
各学部や寄宿舎の廊
下に掲示していつで
も確認できるように
した。 

いじめ
防止へ
の職員
の意識
向上 
 

いじめに関す
る正しい認識
を基にした適
切かつ迅速な
組織的対応 

児童生徒理解
を深めるとと
もに、いじめに
関する正しい
知識や対応に
ついて理解を

・年２回、いじめ
防止に関する職
員研修を実施す
る。 

・外部相談員の講
話をオンデマン

 
Ｂ 

・７月に実施した職員研
修では、支援学校で実
際に起こりうるいじ
め想定事案について
グループワークを実
施した。いじめの法的
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深める。 ドで全員が視聴
する。 

な定義や対応マニュ
アルの確認だけでな
く、様々な意見を出し
合い、いじめ対応につ
いて共通認識を持つ
ことができた。２月に
２回目の研修をオン
デマンド・対面で実施
する予定である。 

地域 
支援 

特別支
援教育
に関す
る理解
を促す
積極的
情報発
信 
 

宇城地域特別
支援連携協議
会及び宇城地
域の教育委員
会との連携 

宇城地域特別
支援連携協議
会及び宇城地
域の各教育委
員会からの要
請に、COを中心
に学部主事等
学校全体で連
携して応えて
いく。 

・各機関で行う研
修や協議につい
てあらかじめ提
案も含めてやり
取りを行い、校
内での共通理解
を図りながら実
施する。 

 
Ａ 

・各機関の求めに学校
全体で応じた。可能
な範囲で提案なども
行った。 

・出席した会議内容に
ついてはCOが聞き取
り、課題等の共通理
解に努めた。 

地域の
特別支
援教育
の推進 
 

積極的な巡回
相談の実施 

各教育委員会
と連携を図り
ながら、各校
（園）への働き
かけを行う。 

・継続してかかわ
ることができる
よう、巡回相談
実施後も電話や
訪問時のアフタ
ーフォローに努
める。また、まと
めや感じたこと
などを教育委員
会と共有できる
場を持つ。 

 
Ｂ 

・事後の様子の聞き取
りなどを行ってはい
るが、子どもの変容
につながる継続した
相談ということにつ
いては今後の課題で
ある。 

・巡回相談員会議に各
市町教育委員会から
の出席があったの
で、課題を共有でき、
スムーズな運営につ
ながった。 

地域連
携(ｺﾐｭ
ﾆﾃｨ･ｽｸ
ｰ ﾙ な
ど) 

学校の
取組の
情報発
信 
 

学校ホームペ
ージの充実及
び報道機関を
通した情報発
信 

学校ホームペ
ージ及び報道
機関を通して
積極的に学校
の取組を発信
する。 

・学校ホームペー
ジを計画的に更
新するととも
に、積極的に報
道機関に取材依
頼を行う。 

 
Ａ 

・ホームページのひと
月の目標掲載本数を
設定したところ、４
月から１２月までの
期間で１０本多く掲
載した。 

・高等部の普通高校と
の交流及び共同学
習、防災コンサート、
並びに、Ｉｐａｄに
よる視線入力の取組
について熊本日日新
聞社に掲載され、加
えて、防災ソングに
ついてＦＭ熊本のラ
ジオ番組で取り上げ
られるなど、取組を
積極的に発信するこ
とができた。 

地域と
連携し
た学校
課題の
解決 
 

学校運営協議
会での学校課
題の検討 

学校の取組や
課題等を地域
や行政・福祉等
の関係者の方
々と協議する
ことで解決の
方向性を探る。 

・学校運営協議会
に障がい者施策
に関わる行政関
係者を加え、地
域行政からの支
援を探る。 

・防災に特化した
地域の課題につ
いて、学校、地

 
Ｂ 

・第１回の学校運営協
議では、障がい者福
祉にかかわる行政関
係者から、南海トラ
フ地震が発生した場
合の宇城地域におけ
る津波の予想情報が
提供された。また、熊
本地震後の避難所運
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域、行政の役割
の確認を行う。 

営の不十分さについ
て、障がい者が実際
に体験した苦労やそ
のことに対する対応
策について意見を頂
戴した。 

保健安
全指導 

防災教
育の充
実と体
制の整
備 
 

「危機管理マ
ニュアル集」
の点検 

「危機管理マ
ニュアル集」を
ＰＤＣＡサイ
クルに基づい
て改善・更新す
る。 

・各種避難訓練を
実施後、危機管
理マニュアル集
の改善・更新に
つなげる。 

 
Ｂ 

・各種避難訓練ごとに振
り返りアンケートを
受け、改善・更新を行
うことができた。 

防災教育の充
実 

保護者や地域
関係者と協力
しながら学校
としての防災
意識を高める。 

・避難訓練の事前
事後指導を各学
部、学級単位で
実施する。 

・防災研修、防災
授業、実践的避
難訓練（引き渡
し訓練）に保護
者の参加を促
し、実施する。 

 
Ａ 

・各学部が単元を組んで
取り組み充実した学
習を実施できた。 

・児童生徒だけでなく保
護者の防災意識の向
上が見られた 

防災取組体制
の整備 

本校の防災に
関わる業務に
ついて、教育、
管理、連携を観
点として充実
する。 

・コア・ミーティン
グを通して、共
通理解を図りな
がら、整備して
いく。 

・学校安全総合支
援事業に関わる
公開授業及び訓
練を通して助言
をいただく。 

 
Ａ 

・共通理解を図ることで
学校全体として各業
務を推進できた。 

・公開授業及び訓練につ
いてだけでなく、本校
の防災上の課題等を
確認できた。 

安全な
医療的
ケアの
実施 
 

外部機関や保
護者との連携
の基、実施要
項に基づいた
円滑な実施 

保護者や外部
機関との連携
を密にし、協力
を得ながら、医
療的ケアを必
要とする児童
生徒が、健康に
学校生活を送
ることができ
るようにする。 

・担任・保護者・看
護師で情報交換
を密に行い、健
康状態の把握に
努める。 

・校内の連絡会等
で課題の共有を
行い、必要時は
校内体制の見直
しを行う。 

・松橋西支援学校
との拡大ほほえ
み連絡会の開催
方法について検
討し、実施する。 

 
Ｂ 

・登校時に健康状態や学
校・家庭での様子につ
いて細やかに情報交
換し、支援につなげる
ことができた。 

・校内の連絡会ではプー
ル活動や行事におけ
る体制等を看護師も
含め、関係職員で確認
することができた。 

・２校がオンライン接続
し、同日開催すること
ができた。指導医との
連携を通して、健康や
医ケアの状況につい
て共通理解し、助言を
いただくことができ
た。 

情報教
育 

ＩＣＴ
を取り
入れた
授業の
充実 
 

積極的なＩＣ
Ｔ活用による
学習支援の工
夫 

ＩＣＴ機器を
活用した授業
実践の共有を
図る。 

・ＩＣＴ機器基本
操作の研修を実
施する。 

・ＩＣＴ機器の基
本操作や授業実
践等の情報共有
体制を整備す
る。 

 
Ｂ 

・ドライブやフォーム
などグーグル・ワー
クスペース研修、Ｉ
pad及びパソコンに
よる視線入力装置に
関する研修を行っ
た。 

・授業の中で、効果的
にＩＣＴを使う場面
が増えている。 
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寄宿舎
指導 

安全・
安心な
寄宿舎
生活の
充実 

安心して生活
できる環境づ
くり 

安全教育、健康
教育をそれぞ
れ年に３回実
施する。 

・保健安全部、生
活部が立案し、
学期に１回取り
組む。 

 
Ｂ 

・安全教育は、火災・地
震津波・不審者対応
について事前学習か
ら訓練まで実施で
き、緊張感を持って
取り組むことができ
た。健康教育は、歯の
衛生週間、熱中症予
防、感染症対策と計
画通りに実施でき
た。 

毎日が楽しい
と思える寄宿
舎づくり 

定期的に年間
行事（季節の行
事、誕生会、レ
クリエーショ
ン等）を実施す
る。 

・男子棟、女子棟
の共働に努め、
生活部を中心に
月に１回寄宿舎
全体で取り組
む。 

 
Ａ 

・係を中心に、月に１
回の誕生会、並びに、
七夕飾り、ゆず風呂、
豆まき及びハロウィ
ンパレード等の季節
行事、並びに、地域と
の交流等、寄宿舎全
体で取り組むことが
できた。 

・新たに校内に寄宿舎
掲示板を設け、生活
や活動の様子を紹介
することができた。
また、行事によって
は学部に参加を呼び
かけ多数の参加があ
った。 

仲間とともに
協力し生活を
送る中で、お
互いの良さを
認め合う楽し
い寄宿舎づく
り 

年間に３回以
上、人権教育を
実施するとと
もに、余暇活動
を通して仲間
意識の醸成に
努める。 

・研修情報部が立
案し、学期に１
回寄宿舎全体で
取り組む。 

・買い物体験、ボ
ッチャ大会等の
企画を立案す
る。 

 
Ｂ 

・１学期においては
「いじめを許さない
宣言」、みんなのこと
を知る「ワクワク自
己紹介」、職員による
人権講話、２学期に
おいては、互いの良
さを知り認め合う
「ほめほめ風船」の
取組、「パーソナルス
ペース」の取組、３学
期においては、１学
期２学期の取組の反
省と振り返りを行う
ことができた。 

・近隣のコンビニに買
い物に出かけること
ができた。ボッチャ
については男女混合
で実施することがで
き盛り上がった。下
校後の体育館やホッ
トほっとルームの利
用が増え、運動した
り遊んだりした。 

  
４ 学校関係者評価 

学校評価アンケートから（回答数 保護者：28人/34人、職員：66人/66人） 
・全体的な傾向を見てみると、14項目の平均が、保護者については、88.21Ｐ（Ｒ５）が 93.50
Ｐ（Ｒ６）に、職員については 88.57Ｐ（Ｒ５）が 90.71Ｐ（Ｒ６）と高くなっている。これ
は、学習・生徒指導をはじめとする学校の諸業務に取り組む中で、今年度の重点目標に対す
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る職員の意識が高まってきていること、加えて、保護者については、面談、通知表、通信、
ホームページ等でそのことが伝わっていることが要因ではないかと推察される。 

・保護者、職員の評価を比較すると、若干だが職員の評価が低くなっている（保護者：93.50Ｐ、
職員：90.71Ｐ）が、これは、職員が業務に対して真摯に向き合ったおり、評価が厳しくなっ
ているものと思われる。ただし、昨年度は 71Ｐの評価が今年度は 62Ｐと著しく低くなった
学校環境については、姿勢の問題ではなく、今年度は校内全域で工事が行われ、そのことの
不便さを実際に感じているためと考えられる。 

・課題として、保護者・職員共に複数人の「あまり思わない」「わからない」がある。保護者
への情報提供及び職員への周知、並びに、それぞれの要望や意見を聞き取ることの精度を高
めていきたい。なお、学校環境については、予算が伴うことも多々あり早期に解決すること
は無理だが、少なくとも、今年度中に終了する工事に関しての職員が感じる不便さは解消さ
れると考える。 

 
５ 総合評価 

・本年度の重点目標達成に向け、関係職員によるコア・ミーティングを実施し、学校運営の重
要事項を迅速に推進した。時々に対応すべき学部・寄宿舎運営に加え、教育課程の整理、防
災教育の強化、ＩＣＴ推進体制の整備、児童生徒会再編成、新たな入学者選抜方法などの取
組において具体的な成果を上げた。 

・業務効率化の一環として、グーグル・チャットやスプレッドシートを活用し、情報伝達の正
確性と迅速性が向上した。特に、離れた職員室への移動負担の軽減や、勤務時間の異なる職
員との情報共有がスムーズになったという成果が見られた。 

・自立活動の目標設定に関する試行を進め、シートを用いた事例検討や会議の分析を行った。
その結果、関連図の作成が目標設定に有効であることが確認された。 

・ホームページについて昨年度より多く掲載したことに加え、高等部の交流及び共同学習や防
災コンサートなどが新聞やラジオで取り上げられるなど、教育活動を広く発信することがで
きた。 

・ほほえみライフ支援事業については、松橋西支援学校と事前協議を重ね、一部時間帯をずら
したオンライン会議という方法で同日の拡大サポート会議を実施した。指導医の助言を受け
るなどして、対象児童生徒の安心・安全な環境を整えた。 

 
６ 次年度への課題・改善方策 

・コア・ミーティングは大きな成果を上げた。次年度実施予定の 60 周年記念行事準備に加え、
職員の専門性の向上、教育課程のさらなる整備、より計画的で確立された進路指導、そして保
護者が積極的に楽しめるＰＴＡ活動など、必要な業務についてのコア・ミーティングを実施し、
速やかに進めるとともに、全職員が主体的に取り組めるようにしたい。 

・グーグル・チャットやスプレッドシートの導入で情報共有は改善されたが、複数のツールを使
い分けることに混乱している面もある。この課題を解決し、業務効率化を進めることで、さら
なる職員の負担軽減や教育活動の質の向上を目指す。職員間や保護者とのコミュニケーション
は、顔を見て気軽に言葉を交わすことを大切な基本とすべきだが、この校務ⅮＸ化も積極的に
活用して、思いや方向性を共有できるようにしたい。 

・学校運営協議会で示唆されたように、児童生徒の指導についての職員間の引継ぎや共通理解は
重要である。これまでの個別の教育支援計画や指導計画を中心にした引継ぎを実施した上に、
ＩＣＴを活用したビデオでの引継ぎも行うなど、新たな方法を模索していく。このことに加え
て、自立活動の目標設定シートを、もっと使いやすくシンプルに改善し、指導や支援の質を高
める。 

 


